











































































































　　  ２従業員や資金、負債の譲り渡しがあるのは、Ｍ＆Ａや事業譲渡などのように他の経営 
　　　  資源とともに譲り渡すケースがあるためである。
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41.1％、「満足していない」が13.8％であった。譲
り渡しが有償だったか無償だったかで満足度に違い
があるかをみると、「満足している」の割合は、有
償の場合は47.6％、無償の場合は43.5％であり、大
きな差はなかった。譲り渡しの満足度は対価の有無
とはあまり関係はないといえる。
　譲り渡して良かったことをみると「従業員の雇
用を守ることができた」が24.5％と最も高く、「販
売先や受注先に迷惑をかけずにすんだ」が23.7％、
「負債を整理または軽減できた」が22.5％、「事業
をやめる際の費用を軽減できた」が20.9％と続く
（図表3）。「特にない」の割合は25.7％であり、
約75％が何らかの点で良かったことがあったと回
答している。この割合は、譲り渡しに「満足してい
る」と回答している割合（45.1％）より高く、必ず
しも譲り渡しに満足しているわけではないが、良
かったことはあると認識している企業があることを
示している。
　一方で、経営資源の譲り渡しには課題もある。譲
り渡した企業であっても、18.6％は譲り渡しに「抵
抗感があった」と回答している。抵抗感のある理由
は「経営資源の価値に見合う対価を得られない」
が53.2％と半数を占める。次いで、「自分が知らな
い相手には譲り渡したくない」が46.8％、「思い入
れがあり手放したくない」が36.2％、「お金のため
に譲り渡したと思われたくない」が23.4％と続いて
いる。なお、経営資源の譲り渡しの抵抗感につい
て、譲り渡していない企業にも尋ねると、「抵抗感
があった」は9.3％で譲り渡した企業よりも低かっ
た。譲り渡していない企業では「わからない」が
33.2％と、譲り渡した企業の10.3％と比べて高く、
そもそも譲り渡しについて考えたことがない企業が
多いと思われる。
　また、経営資源の譲り渡しの際に困ったことや
大変だったことをみると、「特にない」の割合は
44.7％であり、約半数の企業は困ったことや大変
だったことがあったと回答している（図表4）。最
も割合が高いのは「残っている債務を整理しなけ
ればならなかった」の15.4％で、次いで、「譲り
渡す経営資源の対価に関する交渉が大変だった」
が12.6％、「譲り渡す相手がすぐに見つからなかっ
図表3　譲り渡して良かったこと（複数回答）（詳細調査）
図表4　譲り渡しの際に困ったことや大変だったこと（複数回答）（詳細調査）
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た」と「誰に相談してよいかわからなかった」がと
もに12.3％となっている。
譲り渡しの促進に必要な支援策
　アンケートの結果を整理すると、経営資源の譲り
渡しの実態としては、以下の点を指摘できる。
　第1に、事業をやめた企業の約3割が経営資源を
譲り渡しており、経営資源の譲り渡しは少なからず
行われている。
　第2に、卸売業での譲り渡しや従業員を譲り渡し
た企業が多かったように、業種や経営資源の内容に
よって譲り渡しの行われやすさは異なる。
　第3に、譲り渡した企業の約75％が譲り渡して良
かったと回答しており、経営資源の譲り渡しは円滑
な廃業を促すうえで有用といえる。
　第4に、経営資源を譲り渡していない企業では抵
抗感について「わからない」という回答が3分の1
を占めるなど、経営資源の譲り渡しは広く認知され
ているとはいえない。
　以上を踏まえて、経営資源の譲り渡しを促進する
ために必要な支援策を考えると、まず、情報提供や
コンサルティングによる経営者の啓発が挙げられ
る。譲り渡しの意義やメリットをうまく伝えられれ
ば、廃業にあたって経営資源を譲り渡したいと考え
る企業は増えていくだろう。
　次に挙げられる支援は、譲り渡しの相手を紹介す
るとともに、譲り渡しの価格についての情報を蓄積
し、対価の相場を形成することである。
　最後に、経営資源の譲り渡しをよりスムーズに行
うための支援も必要となるだろう。譲り渡しに関す
る具体的な手続きを相談できる専門家・専門機関
や、相手探しから譲り渡しまでをまとめて依頼でき
る業者・支援機関を紹介するなど、実際に譲り渡し
を行う際の障害を減らす取り組みが求められる。
　経営資源の譲り渡しは、現在のところ、必ずしも
一般的な取り組みとはいえないが、従業員の雇用を
維持できたり取引先に迷惑をかけずにすんだりする
など、廃業時に直面する課題を解決する手段となり
うる。経営者の高齢化が進展し、高齢を理由とした
廃業の増加が予想されるなか、その重要性は今後、
高まっていくだろう。
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